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＊石油開発、中国勢も停滞…ｼﾉﾍﾟｯｸなど3社　投資1.3兆円減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅで需要低迷「鉄鋼・ﾌﾟﾗﾝﾄに波及」
中国国有石油大手3社が資源開発などに使う投資額が2020年、4年ぶりに減少する。前年よ
り1.3兆円すくない。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響などで業績が悪化しているためだ。投資削減は鉄
鋼やﾌﾟﾗﾝﾄなどにも波及し、欧米に先行して回復基調にある中国経済の下押し要因となる。
⦿中国石油大手3社の1～6月期の業績
　　　　　　　　「主力事業」　　　　　「売上高」　　「最終損益」「油・ｶﾞｽ量」
・ﾍﾟﾄﾛﾁｬｲﾅ「国内外の油田開発」＝9,290(▴22.3) ▴299(赤字）  833(7.0)
・ｼﾉﾍﾞｯｸ「ｶﾞｿﾘﾝの製造販売」＝　　10,342(▴31.0) ▴217(赤字）225(▴0.5)
・CNOOC「海洋油田の開発」＝　　　　745( --- )   103（▴65.7） 257(6.1)
　　（注）金額は億元、「油・ｶﾞｽ量」＝原油・天然ｶﾞｽ生産量は100万ﾊﾞﾚﾙ、
　　　　（）内は前年同期に対する増減率

＊ｲﾝﾄﾞ財閥、小売り強化…ﾘﾗｲｱﾝｽ　3500億円で大手買収
ｲﾝﾄﾞ大手財閥ﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ（RIL)は、同国の小売り大手ﾌｭｰﾁｬｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの主要事業
を買収すると発表した。買収額は2471億ﾙﾋﾞｰ（約3500億円）。米ﾌｧｲｽﾌﾞｯｸと連携して取り組
んでいる。小売店とﾈｯﾄ通販を組み合わせた新事業の拡大に生かす狙いがある。
・ﾌｭｰﾁｬｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体で1700億円以上のふさいを抱えている。
・ﾘﾗｲｱﾝｽは石油販売や石油化学製品の製造販売が主だったが、近年は小売業や通信を中
心とするﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野が収益の柱に育っている。

＊ｲﾝﾄﾞ　経済、脱・中国依存難しく…ﾓﾃﾞｨ氏の「自立圏」に危うさ
ｲﾝﾄﾞのﾓﾃﾞｨ首相は中国に依存する経済からの脱却を目指し、国産を底上げして将来は輸出
も目指す「自立経済圏」構想を掲げる。
・ｲﾝﾄﾞの貿易赤字は5年前から2割増えた。安価な中国製の携帯電話等、大量にｲﾝﾄﾞに流入
し、国別輸入額は中国が全体の14%で、首位だ。
・ﾓﾃﾞｨ氏は「全て国産に変える」と意欲を示す。「中国の拡張主義と戦う」と国境の係争地域
で対立する中国に一歩も引かない構えだ。
・打ち出したの「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ投資」、ｲﾝﾄﾞが強みの医薬産業に生かせる。

＊苦境ｲﾝﾄﾞのﾀﾀ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙに遅れ…車・製鉄・IT、2年で利益半減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伸びるﾗｲﾊﾞﾙ　通信事業で明暗
ｲﾝﾄﾞ最大財閥ﾀﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの業績不振が鮮明だ。ﾀﾀ自動車など主力3社の合計利益は2年で
半減した。時価総額でも大手財閥の一角をともになすﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ（RIL)の7割程度
に沈む。通信などﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野への投資効果が両社の差を広げており、ﾀﾀ財閥の成長戦略
は見通せなくなっている。
・ｲﾝﾄﾞ経済をけん引するﾘﾗｲｱﾝｽはｺﾛﾅ禍の4～6月期は前年同期比で純利益が31%増。石油
事業で得た利益をﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野につぎ込む。

＊ｲﾝﾄﾞ成長率、最悪水準…全土封鎖で供給網不全
　　　　　　　　　　　　　　　　　4～6月、ﾏｲﾅｽ23.9%
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が止まらないｲﾝﾄﾞで、工場の操業停止や物流寸断が経済に深刻
な打撃を与えている。ｲﾝﾄﾞ政府が31日発表した4～6月期のGDPは前年同期比23.9%のﾏｲﾅｽ
と過去最悪だった。
・人口13億人のｲﾝﾄﾞは新型ｺﾛﾅの累計感染者が360万人を超え、1日当たりの新規感染者は
8万人前後と米国を抜いて世界最多で、収束の兆しが見えない。一層の下方修正もありう
る。
・失職した大量の出稼ぎ労働者が地元に戻って感染を広げ、6月の経済活動の再開後はさ
らに悪化した。感染の封じ込めが出来ず、悪循環。
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＊高品質ﾏｽｸ　ｱｼﾞｱに…ﾕﾆ・ﾁｬｰﾑ輸出　中国製に対抗
　　　　　　　　　　　　　　　 月2千万枚供給
ﾕﾆ･ﾁｬｰﾑは2021年からﾀｲやｲﾝﾄﾞなどｱｼﾞｱ向けにﾏｽｸの輸出を始める。感染拡大下で続い
たﾏｽｸの品薄感は薄れており、余剰分を輸出する。中国がﾏｽｸを含む繊維製品の世界輸出
の4割を占める中、高い品質で中国製との違いを出す。
・日本衛生材料工業連合会（東京・港）によると、現在のﾏｽｸの国内供給量は月10億枚と3月
から7割増加した。国産品が占める割合も、19年度の2割から45%まで高まった。

＊吉利、原発に出資…中国民営で初、米が警戒も
中国民営自動車最大手の浙江吉利控股集団が原子力発電所の運営会社に出資する。中
国の原発運営に民営企業が参画するのは初めて。
吉利は人口衛星分野にも参入するなど多角化を進めている。
・原発運営会社はﾄﾗﾝﾌﾟ米政権による事実上の禁輸措置の対象になっており、吉利も警戒対
象となる可能性もある。

＊台湾でﾃﾞｰﾀ拠点増強…ｸﾞｰｸﾞﾙ、3ヵ所目建設
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響などからｵﾝﾗｲﾝ需要が高まり、ｸﾞｰｸﾞﾙなど米大手各社はﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの
増強を急ぐ。ｸﾞｰｸﾞﾙによると、北米に10ヵ所以上、南米はﾁﾘ、欧州はｵﾗﾝﾀﾞなど5ヵ所にﾃﾞｰﾀ
ｾﾝﾀｰを設置。ｱｼﾞｱは台湾2ヵ所とｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに1か所。
・米国とｱｼﾞｱを結ぶ海底通信ｹｰﾌﾞﾙの多くが台湾を経由し「台湾におけるﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの重要
性が増している」とｸﾞｰｸﾞﾙ林総経理は指摘する。
・米司法省は6月、米国とｱｼﾞｱを結ぶ新たな海底通信ｹｰﾌﾞﾙについて、香港との直接接続を
認可しないよう求め、代替先に台湾を挙げた。
・ｸﾞｰｸﾞﾙは8月14日、「香港国家安全維持法」の施行を受け、今後は香港当局によるﾕｰｻﾞｰ
のﾃﾞｰﾀ提供要請には応じないと表明し、香港への警戒が強まっている。

＊化学　世界首位へ国策合併…中国のｼﾉｹﾑとｹﾑﾁｬｲﾅ協議
中国中化集団（ｼﾉｹﾑ）と中国化工集団（ｹﾑﾁｬｲﾅ）が経営統合に向けた協議に入った。国有
企業である両社の董事長を務める寧高寧氏が2日表明した。6月に農業部門を統合したばか
りだが、全体統合が実現すれば、売上高は約16兆円と2位を大きく引き離す世界首位の化
学ﾒｰｶｰとなる。米国の規制対象に加えられる可能性が高まるなど、先鋭化する米中対立が
背中を押した。
・業界に警戒感・・合併で16兆円の巨大な化学ﾒｰｶｰが誕生することについて業界の警戒感
は強い。ある日本の化学大手の幹部は「中国勢が巨大化で機能性化学品への進出を加速
すれば脅威だ」。「中国で汎用石油化学品の地産地消が進んで、中国依存度の高い韓国や
ﾀｲの化学ﾒｰｶｰに影響が出る」。業界再編につながる可能性がある。

＊塩野義、生産受託2.5倍に…ｸﾞﾙｰﾌﾟ外から5年後100億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抗がん剤など　買収・協業技術磨く
塩野義製薬の生産子会社、ｼｵﾉｷﾞﾌｧｰﾏ（大阪府摂津市）が外部との連携を加速している。
10月に注射剤向けの特殊技術を持つﾅｶﾞｾ医薬品（兵庫県伊丹市）を買収。ﾎｿｶﾜﾐｸﾛﾝとの
協業にも乗り出した。医薬品製造は外部委託が進んでいる。扱える薬剤の種類を増やし、
2025年3月期比で2.5倍の100億円以上に引き上げる目標だ。
成長加速　ﾊﾞｲｵ薬が課題‥ｼｵﾉｷﾞﾌｧｰﾏが主に扱うのは化学合成で造る「低分子薬」だが、
より高い成長が見込まれるのが生物の仕組みを応用し、治療効果が高く副作用の少ないと
される「ﾊﾞｲｵ医薬品」だ。

＊豪の景気拡大　28年で幕…4～6月7%減　中国との摩擦響く
28年以上と世界最長だったｵｰｽﾄﾗﾘｱの景気拡大が途絶えた。豪統計局が2日発表した4～6
月期の実質国内総生産（GDP、季節調整済み)は前期より7%減った。年内には回復に転じそ
うだが、最大の貿易相手国である中国との深まる摩擦が影を落とす。
・農産品輸出よりも「大きく直接的なﾘｽｸ」（運用大手AMPｷｬﾋﾟﾀﾙのｵﾘﾊﾞ-氏）が中国からの
旅行客や留学生が減ることだ。中国政府は6月、自国民に対し、豪州への旅行を控え、同国
への留学は慎重に検討することを促す。旅行客と留学生の豪州での支出はGDPの0.8%。影
響大だ。
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＊ﾀﾞｲｷﾝ、ﾄﾞﾛｰﾝで工場点検
ﾀﾞｲｷﾝ工業は今月、工場内の点検にﾄﾞﾛｰﾝ（小型無人機）を本格導入した。地上8㍍の高所に
ある設備をｶﾒﾗで撮影し、異常の有無を確認。点検時間を6分の1に短縮する。ｴｱｺﾝの室外
機を搬送するﾛｰﾗ-の劣化も人間に代わってﾁｪｯｸする。
・地上8㍍に設置してある熱交換器の製造過程で出るｵｲﾙの受け皿を点検するためだ。これ
までは専用の高所作業車を出動させ、1時間ほどかけていたがﾄﾞﾛｰﾝでは10分程度で済む。
4Kで撮った録画で確認。室外機も倉庫に搬送するﾛｰﾗｰもﾄﾞﾛｰﾝが点検する。

＊係争、経済への影響強まる…ｲﾝﾄﾞ、中国の118ｱﾌﾟﾘ禁止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投資認可も保留
ｲﾝﾄﾞ政府は1日に中国が実効支配線の付近で挑発行為をやめないと批判したのに続き、2日
には中国が関与する118のｱﾌﾟﾘの使用禁止を発表した。ｲﾝﾄﾞと中国の国境係争地を巡る緊
張が再び高まった。
ｲﾝﾄﾞ外務省は1日、「両国が緊張緩和に向けて話し合っているさなかにもかかわらず、中国
軍が8月31日に挑発的な行動をとった」と声明で非難した。中国軍が印北部ﾗﾀﾞｯｸ地方に侵
入を試みた。
・中国からの直接投資の認可を、全ての案件で保留していると報道。
・7月には閣僚級会議でも早期撤退を確認したが、両国は部隊を増強。

＊ﾎﾝﾀﾞ、背水のGM提携…EV・自動運転　開発に遅れ
　　　　　　　　　　　　　　「孤高」捨て本丸協業　問われる1300万連合
ﾎﾝﾀﾞが米GMとの提携で、四輪事業の「本丸」とも言える基幹部品の共通化に踏み込む。北
米で両社が販売するｶﾞｿﾘﾝ車のｴﾝｼﾞﾝやﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ（車台）の共通化を検討すると発表。事実
上の包括提携に踏み込む裏には、次世代技術や既存の四輪事業におけるﾎﾝﾀﾞの苦悩が透
ける。
⦿自動車業界の4陣営への集約が進む
　①ﾎﾝﾀﾞ＝強み『ｴﾝｼﾞﾝ等基幹部品で独自技術』弱み『EV等出遅れ』
　　 GM＝強み『大型の展開車種多い』弱み『小型車を縮小』
　②ﾌｫｰﾄﾞとVW＝強み『世界一の販売台数』弱み『東南アで一部手薄』
　③ﾏﾂﾀﾞ・ｽｽﾞｷ・ｽﾊﾞﾙとﾄﾖﾀ＝強み『ﾄｯﾌﾟｼｪｱの地域・国多い』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 弱み『EVで出遅れ』
　④日産・ﾙﾉｰ・三菱＝強み『部品の共通化』弱み『ｼｪｱﾄｯﾌﾟが少ない』

＊ｻｲﾊﾞｰ攻撃　闇市場拡大…「ﾗﾝｻﾑｳｴｱ」月120㌦から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売り手で競争、驚異増す
ｻｲﾊﾞｰ攻撃ﾂｰﾙの闇市場拡大している。身代金目的で端末内のﾃﾞｰﾀｰを暗号化するﾗﾝｻﾑｳ
ｴｱ、標的となる組織に不正ｱｸｾｽ出来る権利などが売り出され、競争が新たな商品を生みだ
す。技術がなくても「武器」の調達が可能になり、攻撃者の裾野拡大が懸念される。「最も安
い検出不能ﾗﾝｻﾑｳｴｱ」。1ヵ月で120㌦、6ヵ月490㌦、12ヵ月で900㌦ーー。
・歯止め難しく‥海外ではおとり捜査で闇市場を閉鎖に追い込んだ。「日本では捜査権限が
限られる」。国際的な捜査連携や捜査手法の見直しによって抑止力を高めていくしかない」と
ｽﾌﾟﾗｳﾄの高野社長。

＊大衆薬　武田売却で岐路に…医療用と「兼業」薄れる異議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かさむ広告費、再編機運も
武田薬品工業が一般用医薬品（大衆薬）事業の売却を決めたことで大衆薬ﾋﾞｼﾞﾈｽの在り方
が問い直されている。医療用薬を主力とし、大衆薬も手掛ける「兼業」会社にとって、収益性
などから大衆薬を続ける意味が薄れてきた。同様の動きが広がり、業界再偏の可能性もあ
る。
・医療用薬の研究開発は先端技術の活用により今後ますます費用と時間がかさむ。大衆薬
を抱えながら医療用の成長を両輪で目指すのは容易ではない。兼業の製薬会社は覚悟を
迫られている。
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＊中国、海外ｶｼﾞﾉ渡航制限…自国民向け、汚職防止念頭か
中国は海外のｶｼﾞﾉ集積地に中国人の渡航を制限する制度を設ける。ｱｼﾞｱの関連産業は中
国人観光客への依存度が高く、対象となれば新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽに続く打撃となりかねない。既
にﾍﾞﾄﾅﾑやｶﾝﾎﾞｼﾞｱでｶｼﾞﾉを手掛ける企業の株価が下落した。一方で中国で唯一賭博が合
法なﾏｶｵでは、新制度を追い風に需要回復への期待が高まっている。
⦿ｱｼﾞｱ各国・地域のｶｼﾞﾉの市場規模
　①ﾏｶｵ（2792万人）＝366億㌦、②韓国（602万人）＝24億㌦、
　③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（362万人）＝45億㌦、④ﾏﾚｰｼｱ（311万人）＝25億㌦、
　⑤ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ（236万人）＝18億㌦、⑥ﾌｲﾘﾋﾟﾝ（174万人）＝40億㌦

＊東南ｱ動画　地元勢疲弊…ﾃﾝｾﾝﾄなどが買収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「価格・ｺﾝﾃﾝﾂ　体力勝負」
東南ｱｼﾞｱの動画配信市場で地元勢が苦戦している。利用者数2位のﾏﾚｰｼｱ企業を中国のﾃ
ﾝｾﾝﾄが買収し、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾃﾚｺﾑやｿﾆｰ系が出資した４位企業は韓国企業の傘下に入った。
米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽなど巨大企業との体力勝負に疲弊しており、生き残りをかけた局面を迎えつつ
ある。
⦿東南アの動画配信ｻｰﾋﾞｽ利用者ｼｪｱ（ｶｯｺ内は前年同期比、▴は減）
　①29.4%（5.4）ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽ（米）＝世界190ヵ国以上でｻｰﾋﾞｽ提供
　②17.2%（▴6.9）ｱｲﾌﾘｯｸｽ（ﾏﾚｰｼｱ）＝東南アなど13ヵ国☚ﾃﾝｾﾝﾄ買収
　③14.6%（2.2）PCCW（香港）の「ﾋﾞｭｰ」＝東南ｱやｱﾌﾘｶなど31ヵ国
　④7.2%（▴1.5）ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾃﾚｺﾑの｢ﾌｰｸ」＝ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ等5ヵ国☚韓国買収
　⑤ｷｬｯﾁﾌﾟﾚｨ（台湾）の「ｷｬｯﾁﾌﾟﾚｲﾌﾟﾗｽ」＝台湾、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
　⑥ﾃﾝｾﾝﾄ（中国）の「ｳｨｰTV」＝ﾀｲ等4ヵ国

＊世界の稼ぎ頭　激変…ｺﾛﾅ下、IT躍進
世界の上場企業の稼ぎ頭が急変している。主要企業の決算発表が一巡した直近の四半期
の純利益をﾗﾝｷﾝｸﾞしたところ、ITや半導体関連が躍進し、金融やｴﾈﾙｷﾞｰ、自動車が順位を
落とした。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大でﾃﾞｼﾞﾀﾙ化や脱炭素が加速し、企業の優勝劣敗が鮮
明になっている。
・ﾄｯﾌﾟﾃﾝには、3位の米ｱｯﾌﾟﾙや4位の米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ、7位の中国銀行などの常連に加え、中国
のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が9位（前年は43位）に入った。

＊中国、対㌦元高容認？…ASEANで元決済増え
人民元相場が対㌦で上昇している。7日は一時、１㌦＝6.82元台と2019年度末から約3%高い
水準を付けた。中国は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで落ち込んだ経済の回復が他国より早く、海外ﾏﾈｰが
再流入する。主な輸出先である東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN）などで人民元建ての支払いが
増え、中国が対㌦の元高を容認しやすくなった面もありそうだ。
・中国は今後もﾄﾞﾙを介さない取引きを増やしていく方針だ。人民元の「実力」は対㌦相場だ
けでは読み切れなくなっている。

＊ｽｽﾞｷ、揺らぐｲﾝﾄﾞ頼み…SUV首位、韓国勢奪取
　　　　　　　　　　　　　　　　「安い小型車」戦略に陰りも
今年で創立100年目のｽｽﾞｷが成長の壁に直面している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で主力のｲﾝ
ﾄﾞ市場で販売が急減し、成長分野の車種では韓国勢にｼｪｱを追い抜かれた。90歳になった
鈴木修会長のもと、「割安な小型車」で新興国を開拓してきた戦略に陰りものぞく。世界の自
動車市場では小兵ながら巧みに生き延びてきたｽｽﾞｷ。ｶﾘｽﾏの鈴木会長の退任も睨みつつ
「次の100年の計」を模索する必要に迫られている。
・急速に豊かになるｲﾝﾄﾞ。5千～3万5千㌦（約53～約370万円）の中間層が人口に占める比
率は、00年の約4%から18年に約54%に増えた。

＊中国の半導体輸入急増…8月11%増「ﾌｧｰｳｪｲ駆け込み」
中国が半導体輸入を増やしている。中国税関総署が７日公表した2020年8月の貿易統計に
よると、集積回路の輸入額は単月で過去2番目の大きさを記録。数量でも最多だった7月に
続いて高水準だった。米国の禁輸措置の厳格化を前に、駆け込みで調達している。
台湾輸出額、過去最大に・・8月　中国、米制裁強化に備えて台湾に大量発注したことが輸
出額につながった。台湾の輸出額の36%を占めた。
・米国では安全保障上の観点から、台湾企業への発注を増やしている。
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2020/9/10 東南ｱｼﾞｱ ＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｲｽﾗﾑ化進む…関連産業、ｺﾛﾅでも堅調
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでｲｽﾗﾑ法（ｼｬﾘｱ）にのっとった事業を強化する動きが相次いでいる。ｼﾞｮｺ大統領が
2019年に経済をｲｽﾗﾑ教の戒律に沿い、ｲｽﾗﾑ法での合法を意味する「ﾊﾗﾙ」に合わせる「ｲｽ
ﾗﾑ経済基本計画」を発表。ﾊﾗﾙ対応が新たな事業機会を生んでいる。
・ｼｬﾘｱは利子を取ることを禁じる。このためｲｽﾗﾑ金融ではﾓﾉに出資して分配金を受け取る
ﾘｰｽのような形で収益を確保する。
・「戒律にのっとったｲｽﾗﾑ金融の方がﾓﾗﾙﾊｻﾞｰﾄﾞが起こりにくい」。経済危機にあっても借り
たお金は返そうとする心理が働きやすいとみる。

＊ｲﾝﾄﾞで、政府に配慮…韓国ｹﾞｰﾑ「PUBG」　ﾃﾝｾﾝﾄの配信権停止
韓国のｹﾞｰﾑ開発会社、PUBGｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝは中国のﾈｯﾄ大手ﾃﾝｾﾝﾄに与えていたｲﾝﾄﾞでのｽﾏ
ﾎｹﾞｰﾑ配信権を取り消すと9日に表明した。PUBGはｲﾝﾄﾞ市場でのｻｰﾋﾞｽ継続を目指す。人
気対戦ｹﾞｰﾑ「PUBGﾓﾊﾞｲﾙ」について、今後はPUBGｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ自身が責任を負う。
・ﾃﾝｾﾝﾄはPUBGｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝを傘下に収める韓国・ﾌﾞﾙｰﾎｰﾙに出資している。ｲﾝﾄﾞ政府が
PUBGﾓﾊﾞｲﾙの配信を認めるかは不透明だ。

＊武田、非中核の医薬品売却…欧州・ｶﾅﾀﾞ向け　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独製薬に600億円で
武田薬品工業は8日、欧州とｶﾅﾀﾞなどで販売している一部医薬品を独ｹﾌﾟﾗｰﾌｧｰﾑに売却す
ると発表した。売却額は約5億6200万㌦（約600億円）。武田はｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬大手ｼｬｲｱｰ買
収で膨らんだ負債を圧縮するため、非中核事業の売却を加速。がんや希少疾患分野といっ
た中核事業に集中する。
・売却するのは、生活習慣病や抗炎症治療薬、ｶﾙｼｭｳﾑ製剤などで、糖尿病治療薬「ﾈｼｰﾅ」
を含む。製造は武田が担い従業員の移籍もない。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　野菜開発「ﾃﾏｾｸが資金」…自給率向上へ一役
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都市農業向け　独ﾊﾞｲｴﾙと組む
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの政府系投資会社、ﾃｸｾﾏ・HDが農業やﾊﾞｲｵ医薬関連企業への投資を増やして
いる。医薬・農業大手の独ﾊﾞｲｴﾙとは米国に都市型農業に適した野菜の品種を開拓する新
会社を設立。培養肉や植物性ﾐﾙｸを開発するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟにも相次ぎ出資した。
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは10%未満にとどまる食料自給率を2030年までに30%に引き上げる。

＊ﾒｺﾝ流域国　米中が綱引き…河川管理、中国主導に反対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 南ｼﾅ海対立が波及
東南ｱｼﾞｱ最長の河川、ﾒｺﾝ川の管理を巡り、米国と中国が対立している。中国は降水量や
水位などの情報を流域国と共有する新たなﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを年内に設ける方針を表明。日米欧
が支援する流域の多国間組織は反発し、米国は11日に流域国とも協力の枠組みを創設す
る。東南ｱｼﾞｱへの中国の影響力拡大を防ぐ狙いだ。
・中国の李克強首相は8月24日の演説で、ﾒｺﾝ川の洪水、干ばつに対応する流域のﾃﾞｰﾀを
共用するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを整備し、治水や農業に必要な降水量や水位などをｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて
共有し、管理に役立てるという。
・米国はﾒｺﾝ川の水量減の主因が中国のﾀﾞﾑだと主張した。中国は異常現象が原因で米国
の主張は「根拠がない」と反論する。
・日米欧が支えてきた「ﾒｺﾝ川委員会（MRC)」は「中国のﾃﾞｰﾀ共有は歓迎するが、MRCによる
既存のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの利用を提案する」と声明を出す

＊ｴｰｻﾞｲ、AIを新薬開発に…化合物関連ﾃﾞｰﾀ200万件を解析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　未知の組み合わせ探る
ｴｰｻﾞｲはAIを使った新薬開発にとりくむ。過去に発見した化合物関連ﾃﾞｰﾀを解析し、従来の
研究成果より高い効果が見込める新しいﾏﾗﾘｱ治療薬のﾀﾈを探し出す。化合物を使った新
薬開発は一巡し、新薬候補を見つけることで、画期的な新薬開発につながる可能性がある。
創薬AI、欧米勢が先行「市場規模、24年に5倍に」・・けん引するのは欧米の製薬大手。ｽｲｽ
のﾉﾍﾞﾙﾃｨｽは米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄと提携して19年に「ﾉﾍﾞﾙﾃｨｽAIｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究所を設立。基礎研究
から商業化までの様々な過程にAIを活用する研究を進める。
・「重要なのはﾃﾞｰﾀの量ではなく、価値のあるﾃﾞｰﾀかどうかだ」とみる。国内製薬は昔ながら
の製薬手法である低分子化合物で豊富なﾃﾞｰﾀやﾉｳﾊｳの蓄積を持つ。企業連携でこれらを
どう生かすかがｶｷﾞだ。
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＊ｲﾝﾄﾞ車販売　10ヵ月ぶり増…8月14%　回復は不透明
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が11日まとめた8月の乗用車販売台数は、前年同月比14%増の21
万5千台だった。乗用車販売のﾌﾟﾗｽは2019年10月以来となる。比較対象となる1年前の販売
が低水準だったうえ、消費者の実際の購入を示す小売りﾍﾞｰｽではﾏｲﾅｽが続いており、回復
基調となるかは不透明。
・ﾒｰｶｰ別ではﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷは21%増、韓国・現代自動車は20%増と好調。起亜自動車7割増、中
国・上海汽車集団傘下の英系MGﾓｰﾀｰは4割増えた。下位ﾒｰｶｰは苦戦、ﾄﾖﾀは48%減 、ﾎﾝ
ﾀﾞ9%減。VWは2桁減、地場のﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗは1%増だった。

＊LG、高級白物家電で稼ぐ…欧米でﾌﾞﾗﾝﾄﾞ浸透
　　　　　　　　　　　　　　　　　　百貨店開拓、利益率12%超
韓国LG電子の白物家電が収益力で競合を圧倒している。同部門の営業利益率は倍近く開
き、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の直近四半期では12%を超えた。百貨店を主要販路に据えた高級ﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞ戦略が欧米で開花し、主要部品の内製化で製品開発力も磨いた。低迷続きのｽﾏﾎ事業を
しり目にLGの稼ぎ頭に育っている。
・LGは白物家電は耐久性や省電力性が重要視される。このためﾓｰﾀｰやｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰなど中核
品を内製化し、競合に先がけて「10年間の無償修理保証」をほぼすべての家電に適用した。

＊大豆高騰、中国需要支え…米国産　対立激化でも輸出増
大豆相場が高騰している。主産地の米国中西部が高温乾燥に見舞われ、生産量が下方修
正されるとの見方が強い。米中対立激化の中でも中国が堅調に米国産大豆を買い付けてい
ることも相場を押し上げる。南米産が出回る年明けまでは米国産を買い続くとみられ、当面
高値で推移しそうだ。
・8月中の高温乾燥とﾊﾘｹｰﾝ被害のため、主産地ｱｲｵﾜ州の作柄悪化。

＊中国新車販売11.6%増（8月）
中国汽車工業協会は10日、8月の新車販売台数が前年同月比11.6%増の218万6千台だっ
た。5ヵ月連続で前年実績を上回った。不振が続いていたEVなど新ｴﾈﾙｷﾞｰ車は25.8%増の
10万9千台と大きく伸びた。
・販売拡大を牽引するのは商用車で、41.6%増の43万１千台だった。ｲﾝﾌﾗ投資でトラックが増
え、ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸも好調だ。

＊自前OS、来年ｽﾏﾎ搭載…ﾌｧｰｳｪｲ、米規制に対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　 技術公開、ｱﾌﾟﾘ充実急ぐ
中国の通信機器最大手、ﾌｧｰｳｪｲは独自開発した基本ソフト（OS)を2021年から主力製品の
ｽﾏﾎに自前のOSを搭載する。外部企業にも採用を促し、あらゆるﾓﾉがﾈｯﾄにつながる「IOT」
需要を囲い込む。ただ米政府の規制強化でｽﾏﾎなどの生産継続が危ぶまれており、先行き
は不透明だ。

＊日台韓の部品　2.8兆円停止も…対ﾌｧｰｳｪｲ供給、米規制で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業、納入先探る
米商務省が中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に課す規制実施が15日に迫り、米
国技術を使う企業から同社への半導体輸出が全面的に止まる可能性が高まってきた。日
本、台湾、韓国の企業だけで2兆8千億円規模の部品が供給停止ﾘｽｸにさらされている。一
部企業は代替納入先を模索するなど、ﾌｧｰｳｪｲ規制は企業経営にも変容を迫る。
・ﾌｧｰｳｪｲは対策として中国産の開発を急ぐが、米国はそれも封じようと米国防総省は米企
業に対し、中国政府が支援する同国の半導体製造大手、中芯国際集成電路製造（SMIC)と
の取引を禁止する方針。SMICも米技術に依存しており、禁輸で力をそぐ構えだ。

＊TikTok　技術分断を象徴…売却交渉、先行き混沌
　　　　　　　米・「国内利用禁止も視野」、中国・AI「禁輸」で対抗
ｽﾏﾎの動画投稿ｱﾌﾟﾘ「TikTok（ﾃｨｯｸﾄｯｸ）」を巡り米中が対立を深めている。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が
中国の運営企業に米事業売却を迫る一方、中国当局は同国が強みを持つAIの「禁輸」をち
らつかせて対抗に動く。新興の若者向けｱﾌﾟﾘを舞台に、米中ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの分断が進む。
・ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ　競争力の源泉「囲い込み懸念」‥各国、流出防止へ動き
　TikTokの売却問題を通じて中国が合法的にｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ（計算法）を抱え込めることが明確に
なれば、今後の米中のﾃｸﾉﾛｼﾞｰ競争にも影響がでそうだ。



2020/9/12 東南ｱｼﾞｱ

2020/9/15 経済

2020/9/15 経済

2020/9/15 経済

2020/9/15 経済

2020/9/15 経済

2020/9/16 経済

＊ﾄﾖﾀの取引先を脅迫…身代金要求➞拒否で「機密公開」
　　　　　　　　　　　　　　　 防御甘い中小入口
企業のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを狙うｻｲﾊﾞｰ攻撃が急増している。対策が甘い中小のｼｽﾃﾑを乗っ取り、
身代金の支払いを要求。拒否すれば盗んだ設計図などを公開すると「二重」に脅迫する。ﾄﾖ
ﾀ自動車の取引先などへの攻撃が相次ぎ、三菱電機の防衛関連情報は海外拠点から漏洩
した恐れがある。
・世界中に広がる下請け企業や取引先が、製造業大手の弱点になっている。身代金ｳｲﾙｽ
の進化により、簡単に企業への攻撃が可能になった。

＊ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸG、英ｱｰﾑ売却、投資戦略ﾘｾｯﾄ
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ（SBG)の成長戦略がみえにくくなっている。事業会社として買った英ｱｰﾑの
売却を決め、ますます投資会社化は進む。だが、投資の世界に革命は起こすはずだった10
兆円ﾌｧﾝﾄ「ﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾌｧﾝﾄﾞ」はつまずいたままだ。市場ではMBO（経営陣が参加する買収）に
よる非上場化の観測も強まる。自らの理想を「革命家」と話す孫正義会長兼社長が新たな構
想を描くだろうが、現状は手探りに見える。
・孫氏にとって、ｱｰﾑの売却を巡るｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱの提案は「渡りに船」だった。交渉は円滑に進
み、高値で売れただけでなく、出資する形で纏まった。

＊三菱商事がｽﾏｰﾄｼﾃｨｰ…総事業費2000億円　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで
三菱商事はｲﾝﾄﾞﾈｼｱでｽﾏｰﾄｼﾃｨの開発に乗り出す。現地の不動産ﾃﾞﾍﾞﾟﾛｯﾊﾟｰ大手ｼﾅﾙﾏｽ・
ﾗﾝﾄﾞ社と共同で開発に着手。総事業費100㌶の土地に住宅や商業施設、病院などを建設す
る。約2千億円の3割供出予定
・ｼﾞｬｶﾙﾀから南西に約25㎞のﾌﾞﾐ・ｽﾙﾎﾟﾝ・ﾀﾞﾏｲ地区に建設
・次世代の移動ｻｰﾋﾞｽ「Maas（ﾏｰｽ）」や、街の情報などを提供する都市OSの開発・運用など
を実証実験し、都市運営のﾉｳﾊｳを蓄積。ｱｼﾞｱの他の都市や日本での展開も視野に入れ
る。

＊中国IT、香港市場で勢い…時価総額、全体の3割に
香港市場でｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団など「ATMX」と呼ばれる中国ﾃｯｸ企業の存在感が高まっている。時
価総額が全体の3割に達し、ｱﾘﾊﾞﾊﾞはﾊﾝｾﾝ指数に採用された。香港国家安全維持法で金
融ｾﾝﾀｰの地位が揺れる中、香港取引所（HKEX）の株価は年初来50%近く上昇した。
・中国は金融市場の開放を進めているが、人民元の持ち出し制限など資本規制が残る。香
港経由で中国市場にｱｸｾｽするのが手っ取り早いのが現状だ。これが香港市場の活況に繋
がっている。

＊ﾌｧｰｳｪｲ　ｽﾏﾎ7割減も…米新規制　今日発効
中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に対する米政府の新たな輸出規制が15日に発効する。ﾌｧｰｳｪｲ
は各国・地域からの半導体調達が事実上できなくなる。部品在庫の減少に伴いｽﾏﾎなどの
生産も減り、2021年のｽﾏﾎ出荷台数は20年見込みを7割下回るとの予測もある。

＊ABS樹脂　中国需要急増…ｱｼﾞｱ、1年10ヵ月ぶり高値
自動車や家電製品などに使うABS（ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ・ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ・ｽﾁﾚﾝ）樹脂がｱｼﾞｱ市場で値上がり
している。中国での消費喚起策を受けて同国からの引き合いが急増。ｱｼﾞｱの需給が引き締
まり、1年10ヵ月ぶりの高値を付けた。ただ中国以外の内需はなお弱く、上昇が続くかは不透
明。
・ABS樹脂は中国が世界需要の5割強を占め、自動車や家電製品・ｹﾞｰﾑ機、建材などの用
途がある。

＊台湾IT　駆け込み特需…ﾌｧｰｳｪｲ向け　8月売上高最高に
台湾IT企業が活況。8月の主要19社の売上高は前年より増え、同月として過去最高の1兆
913億台湾㌦（約4兆円）となった。中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に対する米国の制裁強化で駆
け込み特需が生まれ、ﾃﾚﾜｰｸの拡大や「５G」本格化の追い風も強く吹く。製品では半導体の
伸びが大きく、8月の輸出全体の36%を占めた。
・ﾊﾟｿｺﾝも好調だ。（ﾃﾚﾜｰｸ、ｵﾝﾗｲﾝ授業の拡大で）ﾉｰﾄPCは受注の3割しか対応できていな
いという。米ｸﾞｰｸﾞﾙのOSを搭載した廉価版ﾉｰﾄPC「ｸﾛｰﾑﾌﾞｯｸ」が各社から販売され、受託生
産に強い台湾企業の繁忙が続いている。



2020/9/16 経済

2020/9/16 経済

2020/9/16 経済

2020/9/17 医薬

2020/9/17 経済

2020/9/17 経済

2020/9/17 経済

＊「宝」の売却劇、英を翻弄…ﾊｲﾃｸ拠点の流出懸念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｱｰﾑ、米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ傘下に
ﾊｲﾃｸ業界の「宝」と称される英半導体設計ｱｰﾑの売却劇を巡り、英国が翻弄されている。欧
州離脱で経済の先行きが不透明になる中、ｱｰﾑ本社が国外に流出することへの懸念も強ま
る。ｱｰﾑは携帯電話向け半導体設計で世界ｼｪｱの9割超を握る。世界のものづくりを陰で支
え、「ｸﾗｳﾝｼﾞｭｴﾙ」と称される。売却額は約400億㌦（約4兆2千億円）、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸが取得した額
より1兆円多い。価値が再認識された。
・「ｱｰﾑ売却は主権の問題だ。英国はﾄﾗﾝﾌﾟの決定にものが言えなくなる」と英国議会の外交
委員会のﾊｯﾄ委員長は主張した。

＊中国、米産大豆の予約拡大…農家票視野　大統領選控え揺さぶり
中国が米国産大豆の購入予約を急拡大している。8月以降、1年間の予約量を2.2倍に増や
した。いつ輸入するかは中国に決められ、過去に予約を取り消した例もある。対中圧力を強
める米国を揺さぶる思惑だが、対米政策の手詰まり感も映す。ﾄﾗﾝﾌﾟ氏は中国の輸入を気に
かける。

＊世界、ﾏｲﾅｽ4.5%成長…米中で経済再開、情報修正（OECD予測）
経済協力開発機構（OECD)は16日、2020年の世界の実質経済成長率がﾏｲﾅｽ4.5%になると
の最新の見通しを発表した。中国や米国で経済活動の再開が進んだことに伴い、6月に示し
た全開予想から1.5㌽上方修正した。ﾜｸﾁﾝは21年後半まで広く行き渡らないと仮定してい
る。
⦿OECDの経済成長率予測
               世界　　中国　　米国　　日本　　欧州
　2020年　▴4.5%　　　1.8　　▴3.8　　▴5.8　　　▴7.9
　2021年　　5.0　　　 8.0　　　4.0　　　1.5　　　 5.1 

＊中国「水の巨人」2割増産投資…農夫山泉、香港上場1100億円調達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 海外進出には高い壁
中国の飲料水最大手、農夫山泉が香港取引所に上場。上場で得た約83億香港㌦（約1100
億円）を活用し、既存工場の増強で2023年に年間生産能力を2割増やす方針だ。市場が拡
大するなかで、国内基盤を固める狙いだが、もう一つの上場目的である海外進出には課題
を残す。
・農夫山泉の粗利益率55%‥19年度の飲料水で国内大手の康（約32%）米ﾍﾟﾌﾟｼｺ（約55%）で
並び、圧倒的な巨人ｺｶｺｰﾗ（約61%）に迫る勢い。

＊起亜自、EV7種を投入…27年までに　初の専用ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
韓国の起亜自動車は16日、2027年までにEV専用ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを7種投入すると発表した。21年に
初の専用ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを発表し、順次ﾗｲﾝｱｯﾌﾟを増やす。世界販売台数に占めるEV比率を29年に
25%に高める方針で、EVｼﾌﾄを打つ。

＊患者ﾃﾞｰﾀ集め　ｱｽﾃﾗｽ伴走…糖尿病向け運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直接接点、治療に活用
ｱｽﾃﾗｽは今秋からｾﾝﾄﾗﾙｽﾎﾟｰﾂなどと組み、神奈川県内のﾌｲｯﾄﾈｽｼﾞﾑで運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを始
める。生活習慣が理由の「2型糖尿病」などの診断を受けた患者が主治医を通じて参加し、
60～90分間ほどﾄﾚｰﾅｰの指導で自分に合った筋トレや有酸素運動をする。種目はｱｽﾃﾗｽが
効果を検証した4～6種類に限られ、回数なども指定される。
・法規制、普及の障壁に・・医薬品や医療機器は、治療効果や安全性を化学的に確認する
試験や手続きを経て市場に出てくる。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術で治療が着実に進めば医療費を抑制で
き、ｱﾌﾟﾘを医療機器として扱う動きが出ている。
・世界初の治療ｱﾌﾟﾘになった米ｳｪﾙﾄﾞｯｸの「ﾌﾞﾙｰｽﾀｰ」は糖尿病患者向けで、10年に米国で
承認された。

＊中国消費　ようやく薄日…8月ﾌﾟﾗｽ、車や衣類堅調
中国の消費にようやく薄日が差してきた。8月の社会消費品小売総額（小売売上高）は2019
年12月以来の増加に転じた。補助金効果で自動車の販売が堅調だったほか、ﾚｽﾄﾗﾝ収入も
持ち直した。ただ雇用や所得の改善は遅れており、先行き不安は拭えない。
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2020/9/19 東南ｱｼﾞｱ

2020/9/20 医薬

＊TikTok　米中、破局回避を模索…中国側が支配権・米に本社設置案
現行のｵﾗｸﾙを含む案は、ﾑﾆｭｰｼﾝ米財務長官によると、TikTokのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業を手掛ける
統括本社を米国に設け、2万人を新たに雇用をする。米側が求める利用者ﾃﾞｰﾀの保護につ
いては、ｵﾗｸﾙが「信頼された技術ﾊﾟｰﾄﾅｰ」としてﾃｨｯｸﾄｯｸのﾃﾞｰﾀが中国側に流出しないよう
監視に責任を持つ。
・中国側の要求にも対応。8月下順にAI関連技術の輸出規制を導入し、ﾃｨｯｸﾄｯｸ事業の完全
売却に待ったをかけた。
・中国政府の影響を抑えるため米国企業による完全子会社化を求めていたﾄﾗﾝﾌﾟ氏が、最終
的に現行案を容認するかが焦点だ。

＊中国、ﾜｸﾁﾝ外交一段と…18ヵ国、「一帯一路」中心に・供給国倍増
中国が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝを使った外交を加速している。製薬3社の最終の臨床試験（治
験）を現在9ヵ国で実施するが、年内にも2倍の18ヵ国増の見通し。ﾜｸﾁﾝ輸出で影響力を高
まる狙いだが、安全性に不安がある。
・「一帯一路」中心に、ｼﾉﾌｧｰﾑはｱﾗﾌﾞ首長国連邦（UAE)やﾊﾞｰﾚﾝ、ﾍﾟﾙｰなど6ヵ国で最終治
験。ﾊﾟｷｽﾀﾝとｾﾙﾋﾞｱでも実施。
・ｼﾉﾊﾞｯｸ・ﾊﾞｲｵﾃｯｸは7～8月ﾌﾞﾗｼﾞﾙとｲﾝﾄﾞﾈｼｱで始め、11月にｲﾝﾄﾞﾈｼｱで製品供給。ﾄﾙｺとﾊﾞ
ﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭからも承認をえている。
・ｶﾝｼﾉ・ﾊﾞｲｵﾛｼﾞｸｽは9月にﾛｼｱで最終治験開始。ﾒｷｼｺ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱでも
・今後の焦点は安全性だ。

＊米中、量子革命を主導…日本、脱落の懸念
　　　　　　　　　　「研究論文1位・中国、暗号関連で米の倍」
　　　　　　　　　　「特許出願・米、超高速計算に巨額投資　」
次世代計算機の量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰをはじめとする量子技術を巡り、世界の覇権争いが激しく
なってきた。国の基礎研究力を示す論文数では中国が米国を抜いてﾄｯﾌﾟに立つ。半導体技
術が支えたﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会に次ぎ、量子技術が21世紀の革新を牽引する可能性が強まってい
る。新たな時代の勢力図は産業競争力や安全保障にも影響を与える。日本は対応が遅れ、
脱落の懸念がある。
・焦りを募らせる米ﾎﾜｲﾄﾊｳｽは8月、6億㌦（約630億円）超を投じ米ｴﾈﾙｷﾞｰ省傘下に5つの
研究ｾﾝﾀｰを設けると表明。欧州勢も投資急ぐ。
・量子計算機の経済効果は本格導入時に世界で8500億㌦（約90兆円）。

＊ﾃﾞｰﾀ移転規制　ｸﾗｳﾄﾞ拠点活況…ｸﾞｰｸﾞﾙ・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ進出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ市場、年21%成長
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの開設ﾗｯｼｭが続いている。けん引役は米ｸﾞｰｸﾞﾙや米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺ
ﾑ、中国ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などのｸﾗｳﾄﾞ大手だ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府がﾃﾞｰﾀを自国に保持するよう求めた
ことを受け、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなどに拠点をおいていた各社が進出した。規制が市場の成長に拍車
をかける一方、ｸﾗｳﾄﾞ事業のｺｽﾄ増も懸念される。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽは東南ｱｼﾞｱでｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに次いで2位だ。
・ﾃﾞｰﾀ移転を制限する「ﾃﾞｰﾀﾛｰｶﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ規制」で風向きが変わる。

＊ｺﾛﾅ抗体薬　開発進む…高い効果期待・ｺｽﾄは課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　米では治験最終段階
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの治療や予防に人工的に作った「抗体」を生かす研究開発が世界で進んで
いる。先行する米国では既に最終段階の治験が始まった。ｳｲﾙｽを狙い撃ちして増殖を抑え
る抗体医薬品は高い効果が見込まれる反面、製造にｺｽﾄがかかる。各国で認可され、大量
生産が可能になれば普及も期待できそうだ。

＊ｹﾞｰﾏｰ5億人の金融狙う…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ｼｰ時価総額1年で5倍
ﾈｯﾄｹﾞｰﾑなどを手掛けるｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｼｰが急成長している。ｹﾞｰﾑ利用者は5億人に達し、時
価総額は約7.5兆円と1年で5倍になった。ﾌｫﾚｽﾄ・ﾘｰ会長兼ｸﾞﾙｰﾌﾟ最高責任者（CEO)は日経
新聞社の取材で「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済においては決済を握るのが重要だ」と述べ、金融ｻｰﾋﾞｽを本格
化する。
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2020/9/24 東南ｱｼﾞｱ

＊中国、燃料電池車に奨励金…EVと並ぶ次世代車に
中国政府は21日、燃料電池車（FCV)の販売補助金制度を撤廃し、中核技術の開発企業に
奨励金を与える制度を導入すると発表した。中国はEVの開発で海外勢との厳しい競争にさ
らされている。FCVは普及が遅れるが、EVと並ぶ戦略的な次世代車と位置づけ、開発競争
で主導権を狙う。ﾄﾖﾀ自動車は65%出資するFCVの中国合弁を設立している。ﾄﾖﾀの技術を
ﾍﾞｰｽにしたｼｽﾃﾑを中国企業と共同開発し、自動車大手に提供する。今回の措置に外国規
制の説明がない。

＊ｺﾛﾅ注目論文　米中が圧倒…ﾜｸﾁﾝ・治療、共有進む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政治対立、研究推進に懸念
日経新聞社は学術ﾃﾞｰﾀ大手の英ｸﾗﾘﾍﾞｲﾄと共同で、進型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ研究に関する国別の動
向を分析した。論文の注目度を表す被引用数で中国が1位、米国が2位だった。論文の量だ
けでなく質でも米中が他国を圧倒し、2強体制でけん引している。ただ米中ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ（分断）
が顕在化しており、研究推進への懸念が広がる可能性がある。

＊ｴｰｻﾞｲ、認知症薬申請へ…収益の柱　育成狙う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 脳神経の減少抑制、22年度
ｴｰｻﾞｲの米製薬企業のﾊﾞｲｵｼﾞｪﾝと共同開発しているｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症の新薬について、
2022年度中に承認申請を目指す。従来の薬は一時的に症状は改善できても認知機能が再
び低下した。新薬は早期に投与することで進行を長期間抑えられる可能性がある。
・ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症は脳内に「ｱﾐﾛｲﾄﾞﾍﾞｰﾀ（Aβ）」の断片がたまることで進行（たまると脳
の神経細胞を死滅させる）。新薬BAN2401はある程度大きくなったAβの塊に抗体が結合し
て除去を促し、神経細胞の減少を抑える。

＊TikTok　買収交渉　再び不透明感…米中、支配権巡り対立
「TikTok]の米事業継続を巡り、米中の思惑の違いが浮き彫りになっている。分離して作る新
会社の支配権をどちらが握るかという見解で対立し、原則承認する考えを示していた米ﾄﾗﾝ
ﾌﾟ大統領は一転して認めない可能性に言及するなど不透明な情勢が続く。
・「ｵﾗｸﾙとｳｫﾙﾏｰﾄが完全に支配しなければ承認しない」。ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は21日、米FOXﾃﾚ
ﾋﾞでこう話し、中国側をけん制した。

＊米制裁企業7割、軍と取引…中国、軍民で兵器開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府が出資、経営に影響力
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が8月に南ｼﾅ海問題で発動した事実上の禁輸措置の対象24社のうち、7割超
の18社は人民解放軍と取引する企業だったことが分かった。習近平指導部による、民間技
術を取り込んで軍事を革新する「軍民融合」の実態が浮かんだ。

＊中国、気候変動で主導権狙う…習氏「CO2排出、60年にｾﾞﾛ」
習近平氏国家主席が2060年までにCO2の排出量を実質ｾﾞﾛにする目標を明らかにした。気
候変動問題で世界の主導権を握る狙いがあるとみられる。米国との対立が深まる中、環境
問題を重視する欧州をつなぎとめる思惑もちらつく。

＊ﾀｲ財閥、上場で海外開拓…統治向上へ市場の目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｻｲｱﾑなど、M&Aや工場拡張
ﾀｲの素材最大手ｻｲｱﾑ・ｾﾒﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ（SCG)が、包装資材会社を近く新規株式公開（IPO)す
る。ﾀｲでは財閥系企業の子会社上場が相次ぐ。主力事業の成長が鈍るなか、外部から資金
を調達して海外を中心に投資し、企業統治（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）を意識しながら収益力を高める。
・SCGﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞはﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝの4ヵ国でﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙの合計販売ｼｪｱが3割に
達する東南ｱｼﾞｱ首位だ。
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2020/9/25 東南ｱｼﾞｱ ＊ﾍﾞﾄﾅﾑ生産2.4倍に…現代自　年産17万台へ新工場
韓国の現代自動車はﾍﾞﾄﾅﾑでの年産能力を現在の2.4倍の17万台に拡充する。北部のﾆﾝﾋﾞ
ﾝ省で第2工場の建設を始めた。投資額は3兆2千億ﾄﾞﾝ（約140億円）。25年にはすべての設
備が稼働し、生産規模はﾍﾞﾄﾅﾑ最大級になる。
・現代自は09年に進出し、ﾍﾞﾄﾅﾑのﾀｲﾝｺﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟと合弁会社を設立し、部品を国外から輸
入する、ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ方式で生産している。
・現代自は20年1～6月の販売台数でﾌﾞﾗﾝﾄﾞ別新車台数でﾄﾖﾀを抜きﾍﾞﾄﾅﾑ首位になった。
・所得水準の向上を背景に今後も需要は拡大の見通しだ。

＊EV競争　電池が主役…ﾃｽﾗ、3年後に260万円新型車
電気自動車（EV)用電池で競争が熱を帯びている。EV世界最大手の米ﾃｽﾗは22日、電池の
基幹部分である「ｾﾙ」を自社生産すると発表した。同社を追いかける欧米の自動車大手も急
ﾋﾟｯﾁで大型電池工場の建設に動いている。EVの性能とｺｽﾄを左右する電池の競争激化が、
車体価格の低下につながりEV普及に弾みがつく可能性がある。
・EVｺｽﾄの約3割を占めるﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の内製化を図る。ﾃｽﾗは電池の中核技術のﾉｳﾊｳを
蓄積。セルの自社生産にあたっては電極素材や製造工程を抜本的に見直し、容量当たりの
生産ｺｽﾄを現在に比べ56%引き下げる計画。

＊中国企業上場増…米投資銀に恩恵「手数料収入8割増（1～8月）
　　　　　　　　　　　　　 持続力、米規制強化が影
米金融機関と中国「企業の「蜜月」が鮮明だ。今年1～8月に株式による資金調達を通じて中
国企業が米投資銀行に支払った手数料は前年同期比で8割増え、過去最高となった。米株
式相場の活況を背景に、中国企業や出資元の投資家が上場を急いでいるためだ。一方で、
米中対立の激化で米国は規制強化に動いている。「うたげ」の持続力には懐疑的な見方も
ある。

＊米の制裁強化「大きな困難」…ﾌｧｰｳｪｲ、自前主義に高い壁
ﾌｧｰｳｪｲの郭平副会長兼輪番会長は23日開いた記者会見で「米国の制裁強化が我々の生
産と会社の運営に大きな困難をもたらした」と認めた。米国の技術に頼らない生産体制を整
備していかざるを得ないが、先行きは厳しい。米商務省はﾌｧｰｳｪｲへの輸出規制を強め、１5
日から米国技術が関わる半導体の供給を原則禁じた。供給を続ける企業は米当局に許可
を申請する必要がある。業界内ではなかなか許可は出ないという見方。
・台湾の調査会社は21年のﾌｧｰｳｪｲのｽﾏﾎ出荷台数が、20年見込み比で7割減の5千万台に
落ち込むと予測する。

＊中国ﾈｯﾄ通販　口コミ型で成長…共同購入SNSで拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ6.8億人、ｱﾘﾊﾞﾊﾞに迫る
中国のﾈｯﾄ通販大手、拼多多（ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ）が急成長している。友人などと買えば安くなる
「共同購入」の仕組みが特徴だ。大株主のﾃﾝｾﾝﾄと連携し、SNS（交流ｻｲﾄ）で口コミを広げ
易くした。利用者6.8億人と、最大手ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団に迫る。

＊「ｱｼﾞｱ送電網」整備中断…中国抜きでも再開機運
　　　　　　　　　英ﾛﾝﾄﾞﾝ大学ｷﾝｸﾞｽｶﾚｯｼﾞ客員教授　ﾆｯｸ・ﾊﾞﾄﾗｰ氏
ｱｼﾞｱ全域に長距離送電網を張り巡らそうとする機運が再び高まっている。送電網技術では
中国が圧倒的に優位だったが、同国が電力供給を牛耳ることへの懸念から、多くの整備計
画が中断していた。しかし今、商業的に成り立つ別の選択肢が出ている。太陽光や風力の
利用が一変する。
・ｲﾝﾄﾞ政府は送電網を構築し、太陽光などにより国内で発電した電力を西ｱｼﾞｱや東南ｱｼﾞｱ
の国々に供給する計画を立ち上げた。豪州は太陽光で作った電力をｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに供給する
ため、3700㌔の送電線を敷設する。
・中国への不信感から、ｱｼﾞｱでの送電網構想や欧州への電力供給事業が止まっている。
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（ｲﾝﾄﾞ含）

2020/9/26 経済 ＊造船・鉄鋼、「脱国内」ｼﾌﾄ…生産能力3割過剰も
　　　　　「三井Ｅ＆Ｓ　建設から撤退」「日本製鉄　海外拡大に活路」
造船や鉄鋼業界が国内生産設備の能力削減に動き出した。三井Ｅ＆SHDは国内の船舶建
造からの撤退を決め、日本製鉄は生産拡大の場を海外に移す。中国や韓国の企業の攻勢
に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽに伴う需要減が重なり、国内の生産能力は今後、約3割が過剰になる可能
性がある。雇用も見直しが必要になる。

＊ｸﾗｳﾄﾞ3巨人　次はｹﾞｰﾑの陣…ﾗｲﾌﾞや選挙の基盤に
ｸﾗｳﾄﾞの波がｹﾞｰﾑ業界に押し寄せている。米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ･ｺﾑは24日、専用端末がなくてもｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄ経由で遊べるｸﾗｳﾄﾞｹﾞｰﾑのｻｰﾋﾞｽを始めると発表。米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄや米ｸﾞｰｸﾞﾙに続き、ｸﾗ
ｳﾄﾞの3強が揃い踏みする。利用者を増やすには魅力的なｿﾌﾄが重要で、買収や提携が活発
になる。
・ｸﾗｳﾄﾞの3強がｹﾞｰﾑ事業を強化するのは、ｹﾞｰﾑの世界そのものがﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑになりつつあ
るためだ。ｿﾆｰも出資する米ｴﾋﾟｯｸｹﾞｰﾑｽﾞの人気ｹﾞｰﾑ「ﾌｫｰﾄﾅｲﾄ」では米津元帥さんら著名
ｱｰﾃｨｽﾄがｹﾞｰﾑの世界でﾗｲﾌﾞを開催。
・米前副大統領のﾊﾞｲﾃﾞﾝ陣営は任天堂の「あつ森」を選挙活動に活用。

＊日本支援の鉄道事業撤回…ｽﾘﾗﾝｶ、中国意識か
ｲﾝﾄﾞ洋の島国ｽﾘﾗﾝｶが、日本が支援する鉄道整備事業を撤回する。総事業費が2500億円
規模と、1ヵ国による支援としてはｽﾘﾗﾝｶ最大の事業であり、同国が中国への経済的依存を
下げる動きの一環と見られている。実際に事業が撤回になれば、同国が再び中国依存に傾
く懸念が強まりそうだ。
・19年11月に就任したﾗｼﾞｬﾊﾟｸｻ大統領は再び中国に傾斜するとの懸念

＊ﾌｧｰｳｪｲと半導体取引…米、ｲﾝﾃﾙなど一部許可
米政府による中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への事実上の半導体取引規制を巡り、米企業の輸
出許可申請が一部認められた。ｲﾝﾃﾙが承認を明らかにし、ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ・ﾏｲｸﾛ・ﾃﾞﾊﾞｲｽ（AMD)
も認められたようだ。ﾊﾟｿｺﾝ向けが中心とみられる。次世代通信規格「5G」など米国が注視す
る技術を使うｽﾏﾎや基地局向けはなお見通せない。

＊日系小売り　主役はﾄﾞﾝｷ…縮む百貨店、ﾀｲ伊勢丹閉店
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｺﾛﾅで低価格指向に
東南ｱｼﾞｱで日系小売りの勢力図が変わりつつある。三越伊勢丹HDはﾀｲ・ﾊﾞﾝｺｸの旗艦店を
閉店した。代わって台頭したのが2017年に進出したﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄｽﾄｱ「ﾄﾞﾝｷ・ﾎｰﾃ」だ。東南ｱでﾉ
ｳﾊｳを蓄積し、海外売上高を10年間で約9倍の1兆円に増やす計画だ。背景には新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽの影響などによる低価格志向に加え、ｺﾛﾅ前の訪日ﾌﾞｰﾑも影響していそうだ。
・東南ｱｼﾞｱでも急速に広がる低価格志向。豊かな中間層が増えたが、30歳未満の若者が増
えている。高級志向の百貨店には痛手となる。
・ここ数年の訪日ﾌﾞｰﾑが影響。迷路のような店舗や多彩な品ぞろえによるｻﾌﾟﾗｲｽﾞ感が強み
だ。

＊東南ｱ　30年世界最大…ﾉｰﾄPC生産、中国を抜く（台湾系調査）
台湾当局系の大手ｼﾝｸﾀﾝｸである資訊工業策進産業情報研究所（MIC)は、2030年に世界の
ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ生産の5割を東南ｱｼﾞｱが担うとの調査結果をまとめた。現在9割の生産を担う中国
を抜き、ﾍﾞﾄﾅﾑやﾀｲを中心とした東南ｱｼﾞｱが今後、世界最大の生産地になる見通しだ。
・世界のﾉｰﾄPC市場の9割は中国で生産され、その大半を台湾企業が担う。だが、中国の人
件費高騰と過度に中国に依存した生産体制のﾘｽｸを分散する狙いがあり、今後、東南ｱｼﾞｱ
へのｼﾌﾄが起こる。

＊ｺﾛﾅ禍の国連、機能せず…「ﾜｸﾁﾝ供給に不安」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　総会、米中ﾛが自国成果強調
創設75周年を迎えた国連が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で立ち往生している。22日始まった首脳級演
説で各国は自国のｺﾛﾅ対策の成果を強調、主導権を握ろうとけん制しあうばかりで足並みが
そろわない。戦後の国際平和と安全の礎を築いてきた多国間協調の枠組みは岐路に立たさ
れている。
・主要国がそれぞれ国益を前面に押し出した主張を繰り広げるなか、途上国は国際協調の
枠組みが機能しなくなることに危機感を募らす。
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＊10㍍離れたｽﾏﾎに充電…米ｵｼｱ、日本で実用化へ「来年　電子値札」
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ機器を無線電波で遠隔充電する新技術が国内での実用化へ動き出す。無線給電の
米ｵｼｱなどが2021年に日本でｻｰﾋﾞｽを始める。ＷｉＦｉと同じ電波を使い、ﾛﾎﾞｯﾄや電子値札、
ｽﾏﾎなどを10㍍離れた場所から充電できる。総務省も対応した規制緩和を進める見通し。
・米ｵｼｱが手掛けるのは空間伝送型ﾜｲﾔﾚｽ電力とよばれる技術だ。日本でもﾊﾟﾅｿﾆｯｸやｵﾑ
ﾛﾝが開発を急いでいる。
・受信機が搭載された電子ﾀｸﾞの価格は1個500～1000円、送信機は数万円になる見通し。
　

＊米中対立　市場揺らす…ｷｵｸｼｱ上場延期　輸出規制に懸念
　　　　　　　　　　　　　　　　　活況の株式公開に影
米中摩擦が株式市場に重くのしかかってきた。日本の今年最大の新規株式公開（IPO）と見
られてきたｷｵｸｼｱHD（旧東芝ﾒﾓﾘｰHD）は延期を決めた。半導体関連など株高を牽引してき
た世界のﾊｲﾃｸ株も上値が重い。ﾊｲﾃｸ分野の2強国による供給網の「分断」を通じて、幅広
い企業に影響が波及している。

＊米、SMIC向け輸出規制に…中国半導体大手　事前許可制に
米商務省が中国半導体受託生産の中芯国際集成電路製造（SMIC）に米国企業などが特定
製品を輸出する場合に、事前に同省の許可を得るように求めていることが分かった。
・SMICへの輸出は中国の軍事活動に使われるﾘｽｸがあるとしている。対象は米企業のほ
か、米企業の技術を使った製品を外国企業が輸出する場合にも適用される可能性がある。
・事前許可制になれば「SMICは半導体生産に必要な装置といった特定製品を米国企業など
から入手しにくくなる可能性がある」

＊米、半導体に補助金2.6兆円…中国台頭に対抗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 生産海外依存危機感
米連邦議会が半導体の国内生産を促すため、新たな250億㌦（約2兆６千億円）規模の補助
金を投じる検討に入った。巨額の公的支援で中国に対抗し、ｲﾝﾃﾙなど米大手の開発力を底
上げする。半導体生産の海外依存を放置すれば、産業競争力の低下に加え、安全保障や
軍事力にも響きかねないとの警戒が背景にある。
・中国の台頭を警戒する米議会と政権は、半導体の巨額補助金でｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの米国内へ
の回帰を求める。

＊韓国・斗山、小型原発で先行…米で設計認証、受注12基分1400億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安全配慮、日本勢も開発
韓国の斗山（ﾄﾞｩｻﾝ）重工業が中核部分を担う次世代原子力発所「小型ﾓｼﾞｭｰﾙ原発（SMR）」
が米国で設計認証を取得した。米国がSMRに認証を出すのは初めて。原発産業には逆風
が吹くが、SMRは安全性が高いとされる。商用化が軌道に乗れば、効率重視で大型化一辺
倒だった原発の転機になる可能性がある。

＊中国　開発中ﾜｸﾁﾝ投与…新型ｺﾛﾅ　35万人、安全性に懸念
中国が開発中の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ向けﾜｸﾁﾝで治験段階での大規模投与が行われていること
が明らかになった。少なくとも35万人。駐在員や留学生らを海外渡航させるための緊急的な
使用で、接種者らは「副作用は特に感じない」と話すが、安全性への懸念は消えない。
・ｼﾉﾌｧｰﾑやｼﾉﾊﾞｯｸの治験は最終段階の第3段階で、両社は12月末をめどに政府承認を目
指す。
欧米製薬会社は、ﾜｸﾁﾝ開発では安全性を最優先すると共同声明を出し、拙速な接種に懸
念を示した。

＊中国、半導体生産に暗雲…米、対SMIC輸出許可制に
　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ﾊｲﾃｸ産業　影響も
米商務省の輸出規制は中国の半導体受託生産最大手、中芯国際集成電路製造（SMIC）の
生産に打撃を与える可能性がある。米国企業から製造設備など輸入できなくなる恐れがあ
るためだ。生産が滞れば中国のﾊｲﾃｸ産業に加え、半導体の自給率をを引き上げ、米国依
存脱却を図ってきた中国政府の戦略にも影響が及びそうだ。
・当面は米国依存の脱却が優先課題。まずは20年中に米国製の製造装置を使わないでも
40ﾅﾉﾒｰﾄﾙの技術のﾗｲﾝを構築する方針。3年内に28ﾅﾉﾒｰﾄﾙの半導体も自前で生産できる
体制を目指す。
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＊東南ｱ車販売27%減まで回復（8月）
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の8月の新車販売台数は前年同月比27%減の20万6千台。
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で停滞した経済活動の再開に伴い、減少率は4ヵ月連続で改善した。
・域内で新車市場が最大規模のﾀｲは12%減の6万8千台で、7月（27%減）に比べて回復した。
いすゞ自動車はﾀｲで人気のﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸの好調で35%増となった。乗用車は30%減と不振だ
が、商用車は0.5%減と持ち直した。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱも59%減の3万7千台。7月に比べると改善。

＊「中国のﾊﾞﾌｪｯﾄ」実業ｼﾌﾄ…医療分野　経営に関与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復星、観光・小売り投資苦戦
中国の投資大手、復星集団が実業にｼﾌﾄしている。注力するのが新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽなどで成長
が見込める医療分野だ。「中国のｳｫｰﾚﾝ・ﾊﾞﾌｪｯﾄ」と呼ばれる。創業者の郭広昌氏は「投資と
言う種まきが終え、深堀する段階に来た」とする。大量の資金を投じてきた海外ﾌﾞﾗﾝﾄﾞなどの
投資効率が低下するなか、自ら再成長を促す。
・武漢市のﾛｯｸﾀﾞｳﾝの時、復星は素早く動いた。防護服、ﾏｽｸやさらに人工呼吸器やCT装置
も調達した。新型ｺﾛﾅは復星の医療分野における総合力を示す契機にもなった。


